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I 本論文の主旨と構成 
 
１．本論文の主旨 
 本論文は、財務諸表の会計利益と税法上の所得金額には差異があることを前提として、法人税制改正が企業
による税コストの削減行動と財務報告コストの削減あるいは回避行動の双方に与える影響を検証している。こ
こで、税コストは、住民税均等割や外形標準課税方式の事業税など、利益に関連する金額を課税標準としない
税金を除く法人税、住民税および事業税として企業が負担するコストと定義され、財務報告コストは、一定の
利益を継続して報告しないことによって上昇する支払利息や保証料など、財務報告に伴うコストと定義される。 
 財務諸表の会計利益は会計基準に則って算定され、開示ルールに従って公にされる金額であり、税法上の所
得金額は、法人税法に従って財務諸表の会計利益を調整して算定される金額であるから、両者に差異が生じる
のは、至極当然のことである。企業が営利を目的として持続的成長を指向する組織であれば、経営者は属する
企業の負担する税金を少なくしたいと考えることは合理的である。負担する税金が多くなれば、それだけ内部
留保が少なくなり、株主還元や投資といった持続的成長に影響が及ぶ可能性が出るからである。換言するなら
ば、経営者は、税引後キャッシュ・フローを増加させようと、税コストを削減するような会計処理方法を選択
する場面に、常に直面しているのである。とりわけ、法人税制改正の場面では、改正後の税コストの増加また
は減少に応じて、所得金額を移転するため、増加型または減少型の利益調整が行われやすいと考えられる。こ
うした事象は、税コスト仮説と称されている。 
 しかし、ステークホルダーへの影響を考慮して経営者が選択する会計方針は、必ずしも税コストを最小にす
るような会計処理が選択されるとは限らない。例えば、企業が税コストを削減するために低い会計利益を報告
した場合には、株主の期待に応えることができない、信用が下がって資金調達が難しくなる、あるいは調達コ
ストが上昇する、といったことが起こるかもしれない。このことは、経営者は税コストの削減のみに拘泥する
わけではなく、ステークホルダーへの影響も考慮して会計処理を選択するものと考えるべきであることを意味
している。すなわち、経営者はこのような財務報告に伴うコストが上昇しないような会計処理方法を選択する
とも考えられる。これは財務報告コスト仮説と称される。 
 一般的に、税コスト削減の選択行動と財務報告コスト回避の選択行動はトレードオフの関係にある。税コス
トを削減するために利益減少型の利益調整を行って当期純利益を減少させたとすると、目標利益を達成するこ
とができずに財務報告コストの上昇を招いてしまうからである。しかし、企業会計上の処理と税務会計上の処
理の相違が何に起因しているのかを理解したうえでそれを有効に活用するならば、双方の調整行動を両立させ
ることも可能となる。たとえば、税コストを削減するために減少型の利益調整を行った場合に、所得金額の計
算に影響しない損益科目を少なく計上することで、当期純利益が減少することを回避できる可能性がある。こ
の場合の損益科目としては、近年、会計利益と課税所得の差異が拡大してきたために、調整できる内容や金額
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が拡大した税金費用を用いることが効果的であると考えられる。税金費用の調整は繰延税金資産に係る評価性
引当額の計上を調整する方法で行われることが一般的であり、その評価性引当額の計上は経営者の判断を伴う
ため、経営者による利益調整の対象となると考えられる。 
 本論文では、このような問題意識から、税コスト削減の誘因が働きやすい法人税制改正時において、会計発
生項目額と評価性引当額を用いた利益調整が同時に行われている可能性を実証分析により検証している。それ
によって、法人税制改正のタイミングを捉えるのは、改正が行われると課税所得がそれ以前と変わるため、企
業の税コスト負担を企業に有利に期間配分するインセンティブが働くと考えられ、毎期行われている可能性の
ある経営者による報告利益の調整行動と併せて観察できるからである。本論文の目的は、以下に示す経営者に
よる利益調整行動が与える影響を検証することにある。 
（１）法人税制改正前に企業は、まず、税コストを削減するため、会計発生項目額を用いて、減税前には減少
型、増税前には増加型の利益調整を行う可能性があることを確認する。 
（２）税コストの削減を行った企業では、当期純利益が減少するため目標利益を達成できず、これによって財
務報告コストが上昇することを避けるため、評価性引当額を用いて税金費用を調整する可能性があるこ
とを確認する。 
（３）（１）と（２）の利益調整行動は、税負担の割合が大きい企業ほどその傾向が強い可能性があることを
確認する。 
 
 
２．本論文の構成 
 本論文の構成は、第1章から第3章で本論文の背景と問題の所在について考察し、第4章では、法人税率の
引下げ直前期において、税コストの削減と財務報告コストの削減を目的とした利益調整が同時に行われる可能
性を検証している。また、第5章と第6章は、繰越欠損金制度の改正直前期において税コストの削減と財務報
告コストの削減を目的とした利益調整が行われる可能性についてそれぞれ検証している。第7章では、連結納
税制度の創設によって、親会社に繰越欠損金がある企業が連結納税制度を適用して税コストを削減する可能性
を検証している。さらに、その結果、当期純利益が変動するために目標利益を維持できず、財務報告コストが
上昇する可能性を回避する目的で利益調整が行われる可能性を検証している。第8章では、連結納税制度の改
正直前期に、子会社に繰越欠損金のある企業の親会社が、税コストを削減するため当該繰越欠損金を有効利用
すべく、減少型の利益調整を行う可能性を検証している。さらに、その結果、当期純利益が減少するために目
標利益を達成できず、財務報告コストが上昇する可能性を回避することを目的とした利益調整が行われる可能
性についても検証している。終章は総括と今後の課題である。 
 本論文の章立ては以下のとおりである。 
序章 研究の背景と目的 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
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2.2 会計利益と所得金額の差異の要因および機能に関する先行研究 
2.3 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 わが国の法人税制改正の概要と本研究の位置づけ 
3.1 法人税率の推移と本研究の位置づけ 
3.2 欠損金制度の改正と本研究の位置づけ 
3.3 その他の法人税制改正の内容と本研究の位置づけ 
4 本研究の構成 
5 まとめ 
第1章 会計利益と所得金額の差異の発生および拡大の要因と税効果会計の役割 
1 はじめに 
2 会計利益と所得金額の差異に関する先行研究 
3 会計利益と所得金額の差異の発生要因 
3.1 会計利益と所得金額の差異の発生根拠 
3.2 会計利益と所得金額の差異の発生要因の具体的考察 
4 会計利益と所得金額の差異の拡大要因 
4.1 会計利益と所得金額の差異の拡大根拠 
4.2 会計利益と所得金額の差異の拡大要因の具体的考察 
5 税効果会計の役割 
6 まとめ 
第2章 税効果会計の実態と問題点 
1 はじめに 
2 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 税効果会計の実態分析 
3.1 分析内容 
3.2 年度別の分析結果 
3.3 業種別の分析結果 
4 税効果会計の問題点 
5 まとめ 
第3章 評価性引当額の計上に関する考察 
1 はじめに 
2 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 繰延税金資産の発生原因 
3.1 繰越欠損金に係る一時差異 
3.2 繰越欠損金以外の将来減算一時差異 
3.3 連結上の未実現損益 
4 仮説の設定 
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5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.1.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係 
5.1.2 経常利益低調企業の評価性引当額 
5.2 作業仮説の検証方法 
5.2.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係に関する検証 
5.2.2 経常利益低調企業の評価性引当額に関する検証 
5.3 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 作業仮説の検証結果 
6.1.1 繰延税金資産の発生原因相互の関係 
6.1.2 経常利益低調企業の評価性引当額 
6.2 仮説の検証結果の総括 
7 まとめ 
第4章 法人税率変更が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税率変更と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 法人税率変更と評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 法人税率変更と企業の税コスト削減行動の関係 
3.1 法人税率変更の経緯 
3.2 税コストと財務報告コストの調和 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証 
5.1.1 作業仮説の設定 
 5.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
 5.1.3 所得状態の推定 
 5.1.4 裁量的課税計算対象発生項目額の比較と税負担に関する検証 
 5.1.5 税コスト削減行動の検証のサンプルセレクション 
5.2 税金費用に関する仮説の検証 
5.2.1 作業仮説の設定 
 5.2.2 裁量的評価性引当率の推定 
 5.2.3 裁量的評価性引当率の比較と税負担に関する検証 
 5.2.4 税金費用の検証のサンプルセレクション 
6 仮説の検証結果 
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 6.1 税コスト削減行動に関する仮説の検証結果 
  6.1.1 サンプルの選定結果 
  6.1.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定および比較結果 
  6.1.3 裁量的課税計算対象発生項目額と税負担の関係 
6.2 税金費用に関する仮説の検証結果 
 6.2.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 
 6.2.2 裁量的評価性引当率と税負担の関係 
7 検証期間の経済情勢を反映した仮説の検証（追加検証） 
7.1 検証期間の企業業績等の状況 
7.2 繰延税金資産割合を考慮した検証 
8 まとめ 
第5章 繰越欠損金制度改正が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税率変更と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 欠損金制度改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
3 法人税制改正の概要 
3.1 繰越欠損金の控除限度額の設定 
3.2 繰越欠損金の繰越期間の延長 
3.3 法人税率の引下げ 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 裁量的課税計算対象発生項目額の推定 
5.3 所得状態の推定 
5.4 繰越欠損金の解消可能性の推定 
5.5 裁量的課税計算対象発生項目額の比較 
5.6 検証モデル 
5.7 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 サンプルの選定結果 
6.2 推定期間のサンプルの変数の記述統計量および推定結果 
6.3 検証期間のサンプルの変数の記述統計量 
6.4 裁量的課税計算対象発生項目額に影響する要因 
7 業種の偏りを考慮した検証（追加検証） 
8 まとめ 
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第6章 繰越欠損金制度改正が企業の評価性引当額の計上に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.2 利益平準化目的の利益調整行動に関する先行研究 
2.3 評価性引当額の計上に関する先行研究 
3 繰越欠損金制度改正の概要 
3.1 繰越欠損金の控除限度額の設定 
3.2 繰越欠損金の繰越期間の延長 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 評価性引当額の計上に関する作業仮説の設定 
5.2 裁量的評価性引当率の推定 
5.3 親会社の所得状態の推定 
5.4 検証モデル 
5.5 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 裁量的評価性引当率の推定および比較結果 
6.2 裁量的評価性引当率と税負担の関係 
7 まとめ 
第7章 連結納税制度の適用が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
2.1 連結納税制度を適用する誘因に関する先行研究 
2.2 法人税制改正と税コスト削減行動に関する先行研究 
2.3 利益平準化目的の利益調整行動に関する先行研究 
3 連結納税制度の概要 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 親会社の所得状態と連結納税制度適用に関する仮説の検証方法 
5.2.1 親会社の所得状態と連結納税制度の適用 
5.2.2 連結納税制度の適用と税コスト 
5.3 連結納税制度適用企業と税金費用に関する検証方法 
5.4 サンプルセレクション 
6 検証結果 
法人税制改正が企業の利益調整行動に与える影響に関する研究
─ 235 ─
7 
 
6.1 親会社の所得状態と連結納税制度適用および税コストの関係 
6.1.1  親会社の所得状態と連結納税制度適用の関係 
6.1.2  連結納税制度適用と税コストの関係 
6.1.3  親会社の所得状態と連結納税制度適用および税コストの関係の総括 
6.2 連結納税制度適用企業と税金費用の関係 
6.2.1 連結納税制度適用と評価性引当額の計上の関係 
6.2.2 連結納税制度適用企業と税金費用の関係の総括 
7 まとめ 
第8章 連結納税制度改正が企業の利益調整行動に与える影響 
1 はじめに 
2 先行研究 
3 連結納税制度改正の概要 
4 仮説の設定 
5 仮説の検証方法 
5.1 作業仮説の設定 
5.2 親会社の利益調整行動に関する仮説の検証方法 
5.3 企業集団の評価性引当額に関する仮説の検証方法 
5.4 サンプルセレクション 
6 検証結果 
6.1 親会社の裁量的課税計算対象発生項目額 
6.2 企業集団の評価性引当額 
6.3 仮説の検証結果の総括 
7 子会社の欠損状態の推定の適正性（追加検証） 
7.1 一体としての子会社の欠損状態の推定の合理性 
7.2 一体としての子会社の欠損状態を検証に用いることの許容性 
7.3 追加検証の総括 
8 まとめ 
終章 総括と今後の課題 
 1 総括 
 2 今後の課題 
参考文献 
 
 
II 本論文の概要 
 
 序章では、本論文の背景にある問題意識を示し、研究目的を明記している。企業の経営者には、税コストの
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削減を目的とする利益調整と、投資家の期待に応えることや借入などの資金調達に関する財務報告コストの削
減を目的とする利益調整という、２つの利益調整の機会を活用する経済的合理性がある。しかし、２つの利益
調整はその選択の結果がトレードオフの関係にあることが一般的であり、税コスト削減行動と財務報告コスト
削減行動は両立しないように思われてきた。企業会計の収益や費用または損失と税法の益金と損金が一致しな
いならば、企業会計の利益と税法の課税所得には差異が生ずることになり、企業の経営者がこの差異を効果的
に利用すれば、双方の利益調整が同時に成立する可能性があるのではないか、と本論文では考える。すなわち、
本論文の問題意識は、法人税制改正前に経営者が税コスト削減行動と財務報告コスト削減行動の両立を図ろう
と、以下の２つの利益調整を行うのではないかとの思いに他ならない。 
（１）法人税制改正前に税コストを削減する目的のために、経営者は増加型または減少型の利益調整を行う可
能性がある。利益調整には、取引そのものを操作する実体的裁量行動と会計的裁量行動がある。実体的
裁量行動とは、実際の取引活動を変更して会計利益を調整することである。実体的裁量行動は、法人税
法の諸規定が会計処理の選択基準となるという基準性ルールの遵守が強制的な場合に、行われやすい。
この場合に、企業会計と税法の差異が小さくなるため、会計的裁量行動である会計処理方法の変更を行
って所得金額を圧縮するが、会計利益の減少は回避することは困難になる。一方、基準性ルールの遵守
が任意の場合には、企業会計が税法に拘束されないため、会計処理方法を変更して所得金額を圧縮し、
かつ会計利益を維持することが可能となる。したがって、この場合には、実体的裁量行動よりも会計処
理方法の変更が行われやすくなる。近年、企業会計と税法の処理方法が乖離し、基準性ルールが任意適
用である場合には、会計処理方法を変更して所得金額のみを圧縮することが可能となる。 
（２）税コスト削減行動によって当期純利益が変動することで目標利益を維持できなくなり、財務報告コスト
が上昇することを避けようと、企業の経営者が税コスト削減行動と相反する利益調整を行う可能性があ
る。この財務報告コスト削減行動は、近年の会計基準の変更や法人税制の改正によって会計利益と課税
所得の差が拡大しているため、税金費用を用いて行うことが効果的となる。また、税金費用の調整は、
繰延税金資産の回収可能性を示す評価性引当額を用いて行われることが多い。 
 本論文の研究目的は、税効果会計適用開始後に行われた法人税制改正を対象とし、主に改正直前期に行われ
る上記の2つの利益調整の実施可能性について、次のように検証することである。 
１． 税コスト削減行動については、税効果会計適用後の企業会計と税法が乖離し、基準性ルールの遵守が任意
となる期間が検証対象である。その期間について、会計処理方法の変更による利益調整行動の有無を検証
する。会計利益を調整する会計的裁量行動の分析には、会計発生項目額に焦点を絞って分析することが有
効であるとされている。それは会計発生項目額には、会計方針の変更、見積もりや判断等の恣意性の要因
が集約されていると考えられているためである。そこで、本論文も会計発生項目額を分析することで、会
計処理方法に関する利益調整の有無を検証している。 
２． 財務報告コスト削減行動については、近年拡大している会計利益と課税所得の差に焦点をあてて税金費用
の調整の有無を検証する。その税金費用は評価性引当額を用いて調整されることが多いため、本論文では、
繰延税金資産に対する評価性引当額の割合を示す評価性引当率を分析することで、税金費用の調整の有無
を検証している。 
 これらの研究目的を達成するため、本論文では、2011年度の法人税率変更および繰越欠損金制度改正ならび
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に 2010 年度の連結納税制度改正を対象として、主に改正直前期の会計発生項目額および評価性引当額を用い
た利益調整行動の可能性を検証する。本論文の各章における考察または検証の内容は以下のとおりである。 
 第1章では、会計利益と所得金額の差異の発生および拡大の要因と税効果会計の役割を考察している。本論
文では、その差異があることを前提として、トレードオフの関係にある２つの利益調整が同時に行われる可能
性を検証するため、その差異の発生要因について事例を用いて考察している。また、近年その差異が拡大して
いることも具体的な事例を用いて考察している。その差異が拡大した理由は、会計基準の変更により利益計算
に時価主義が混入する一方、法人税制の改正により所得計算から不確実な見積計算が除かれるようになったこ
とによる。さらに、税引前当期純利益と税金費用の期間的なずれは拡大しながらも、税効果会計の適用はこの
拡大が縮小させ、両者が適正に対応するよう機能することを、事例を用いて考察している。他方で、税効果会
計の適用によって評価性引当額を裁量的に計上することで、税金費用を調整することが可能となることも指摘
している。 
 第2章では、税効果会計の実態とその問題点を考察している。具体的には、本論文の目的の一つである税金
費用による利益調整に用いられる評価性引当額について、上場企業の財務データや注記事項を用いて年度別お
よび業種別に実態を分析している。年度別分析の結果は、固定資産評価損失等割合のように、会計基準の変更
に伴って一時差異が拡大したため、その値が年々上昇しているものがあることを示している。また、世界的金
融危機後の業績低迷期には、繰延税金資産の回収可能性が保守的に見積もられたために評価性引当率が高くな
ったことも示している。一方、業種別分析の結果は、業績が低迷し繰延税金資産割合が高く、繰延税金負債比
率が低くなり評価性引当額を多く計上する必要が生じた4業種を指摘している。また、4業種のうち、造船を
除く、非鉄金属、建設および空運については評価性引当率が高く、繰越欠損金の繰延税金資産に対する割合を
示す繰越欠損金割合も高いことを示している。しかし、造船については評価性引当率が低く、回収可能性に問
題の少ない退職給付引当金等の割合が高いことも示している。これらの分析は、繰延税金資産の発生原因の違
いが評価性引当額の計上に影響する可能性のあることを示唆している。以上の分析から得られたインプリケー
ションとして、現行の開示制度の下では評価性引当額の計上根拠の開示が不十分なため、外部から評価性引当
額の適正性を評価することが困難となっていることを指摘している。これを理由として経営者に、評価性引当
額を裁量的に計上して税金費用を調整することで、当期純利益を増減させる誘因が働く可能性があることを注
意喚起している。 
 第3章では、評価性引当額の計上に関する分析をしている。具体的には、業績低調企業を中心として、税金
費用による利益調整に用いられる評価性引当額の計上に影響する要因を検証している。そのため、まず、繰延
税金資産の発生原因のうち、繰越欠損金に係るものを被説明変数とし、それ以外の発生原因に係るものを説明
変数とする回帰分析を行っている。この分析を優先する理由は、繰延税金資産の発生原因は繰越欠損金に係る
ものとそれ以外に係るものに分類されるが、後者は当期の課税所得が十分でない場合、前者に転換する可能性
があるためである。この検証により、繰越欠損金に係る発生原因はそれ以外に係るもので説明でき、両者は負
の関係があることが確認されている。次に、この検証結果および先行研究を参考にして、業績低調企業におけ
る評価性引当額の計上について、評価性引当率を被説明変数とし、業績低調企業を示す経常利益低調企業ダミ
ーと繰越欠損金割合を説明変数とする回帰分析を行っている。分析にあたっては、業種の偏りや経済情勢の相
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違のみならず、企業の収益性、成長性、効率性および安全性などの状態も考慮している。この検証結果から、
一定水準の経常利益を連続して計上していない業績低調企業は、繰越欠損金割合を考慮したうえ、評価性引当
額を少なく計上し、税金費用を圧縮している可能性のあることが確認されている。 
 第4章では、法人税率の変更が企業の利益調整行動に与える影響を検証している。具体的には、2011年度の
法人税制改正による法人税率引下げ直前期において、まず、税コスト削減を目的とした利益調整が行われる可
能性を検証している。そのため、直前期の親会社の個別財務諸表から裁量的課税計算対象発生項目額を推定し、
これについて平均値や中央値の検定を行っている。なお、課税計算対象発生項目額は、先行研究を参考にして、
会計発生項目額から税引前当期純利益と繰越欠損金控除前所得の差額を控除して推定している。また、裁量的
課税計算対象発生項目額と税負担の関係について、企業業績、株主支配力および企業規模などの影響をコント
ロールして検証している。平均値および中央値の検定にあたっては、利益調整前の繰越欠損金控除後所得を推
定し、これが正になると見込まれる課税会社をサンプルとして選定している。この検証により、課税所得があ
り、税コストの削減が可能な会社は、直前期に減少型の利益調整を行い、所得金額を低税率期へ移転する可能
性があることを確認している。 
 他方、法人税率引下げ直前期の税コスト削減行動によって当期純利益が減少すると、目標利益を達成するこ
とができず、財務報告コストが上昇する可能性が出てくるので、これを回避するため、税金費用による利益調
整が行われる可能性を検証している。そのため、まず、法人税率引下げ直前期の裁量的評価性引当率を推定し、
これについて平均値や中央値の検定を行っている。分析対象サンプルとしては、税コスト削減行動の検証に用
いたサンプルに対応して、直前期において親会社が課税会社となる企業集団を選定している。続いて、裁量的
評価性引当率と税負担の関係を検証に進み、企業業績等、税コスト以外の影響もコントロールした分析を行っ
ている。 
 しかし、税コスト削減行動に伴う利益変動を抑えるため、税金費用を圧縮する可能性を示す証拠は得られな
かったため、追加検証として、直前期が東日本大震災直後で経済情勢が変化していることを考慮し、評価性引
当額の計上に関連する指標について前期と比較する方法で分析している。その結果、直前期の繰延税金資産が
小さいため、裁量的評価性引当率が増加傾向にある可能性が示されている。そこで、裁量的評価性引当率が第
1四分位までのサンプルについて検証した結果、直前期に税金費用を圧縮する可能性を確認している。 
 第5章では、繰越欠損金制度の改正が企業の利益調整行動に与える影響を検証している。具体的には、2011
年度の法人税制改正によって繰越欠損金の控除限度額が設定されたことが、企業の利益調整に与える影響を検
証している。この改正によって所得金額が負になると見込まれる欠損企業では、繰越欠損金の使用が一部制限
されるため、改正前に利益を増やして、できるだけ多くの繰越欠損金を早期に利用する誘因が働く。そこで、
改正直前期の欠損企業の利益調整行動について、先行研究のモデルを改善した次の方法により検証を進めてい
る。まず、繰越欠損金の解消可能性によって利益調整の誘因が異なることをコントロールするため、説明変数
に繰延税金資産の回収可能性を示す評価性引当率を加えて検証している。ここでは、裁量的課税計算対象発生
項目額を推定するために所得金額を法人税等から推定する際に、所得金額に関係なく課税される地方税均等割
や外形標準課税などがあることを考慮している。この検証により、欠損企業では、改正前に繰越欠損金を早期
利用して改正後に控除限度超過額が発生することを回避するため、増加型の利益調整が行われる可能性がある
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ことを確認している。また、直前期末の繰越欠損金の解消可能性が低い場合には、その誘因が小さくなる可能
性があることも示唆している。これらの検証によって、法人税制改正の一つである繰越欠損金制度の改正前に、
企業の経営者は将来の税コストを削減するため、増加型の利益調整を行う可能性があることを確認している。 
 第6章では、繰越欠損金制度の改正が企業の評価性引当額の計上に与える影響を検証している。具体的には、
2011年度の繰越欠損金制度の改正直前期において、親会社が税コストの削減を目的として増加型の利益調整を
行った場合、当期純利益が増加するため、目標利益を維持することができず、財務報告コストが上昇する可能
性がある。そこで、これを回避するため、企業集団が税金費用を増額する可能性を検証している。そのため、
まず、本改正直前期において、親会社に繰越欠損金があると見込まれる企業集団の裁量的評価性引当率を推定
し、その平均値や中央値について統計的な検定を行っている。この検証により、本改正直前期において、当該
企業集団が評価性引当額を多く計上する可能性があることを示唆している。つぎに、裁量的評価性引当率と税
負担の関係を検証するため、収益性、成長性および株主支配力などの影響を考慮して回帰分析を行っている。
この検証をする理由は、税負担が大きい企業ほど、改正直前期の税コスト削減行動によって目標利益から乖離
し、財務報告コストが上昇する可能性が高いと考えられるためである。これらの検証により、税負担が大きい
企業ほど、財務報告コストの上昇を回避するため、評価性引当額を多く計上する可能性があることを示唆して
いる。 
 第7章では、連結納税制度の適用が企業の利益調整行動に与える影響を検証している。具体的には、2003年
度の法人税制改正によって創設された連結納税制度について、これを適用する企業の経営者による2つの利益
調整の可能性を検証している。1 つは、親会社に繰越欠損金があると見込まれる企業集団が、税コストを削減
するため連結納税制度を任意適用する可能性である。連結納税制度適用企業では、税コストを削減することに
よって法人税等が小さくなるため、当期純利益が増加する可能性があるからである。もう1つは、連結納税制
度適用企業が目標利益を維持できずに財務報告コストが上昇することを避けるため、税金費用を増額する可能
性についてである。これら２つの検証の結果は、連結納税制度適用企業では、親子会社間で所得金額と欠損金
額を通算し、税コストを削減している可能性があることを示唆している。また、同制度適用企業が税コストの
削減によって目標利益を維持できなくなるとき、財務報告コストが上昇することを避けるために評価性引当額
を多く計上して、税金費用を増額している可能性があることも確認している。 
 第8章では、連結納税制度の改正が企業の利益調整行動に与える影響を検証している。具体的には、2010年
度の連結納税制度の改正を対象として、子会社が欠損状態にあると見込まれる企業の改正直前期における2つ
の利益調整の可能性を検証している。1つは、税コストの削減を目的とした利益調整の可能性についてである。
すなわち、本改正直前期に欠損状態にある子会社を含む企業集団では、税コストを削減するため、連結納税制
度を適用する誘因が働き、親会社が改正前に減少型の利益調整を行って所得金額を改正後に移転し、その所得
金額を当該子会社に移転することで、子会社の繰越欠損金を有効利用する可能性についてである。もう1つは、
このような親会社の利益調整行動により当期純利益が減少したために目標利益を達成できなくなり、財務報告
コストが上昇することを避けるため、税金費用を圧縮する可能性についてである。これらの検証により、親会
社は税コストを削減するため、連結納税制度改正直前期に減少型の利益調整を行い、その利益を改正後に移転
させる可能性があることを確認している。また、このような親会社の利益調整行動に対応して、改正後直ちに
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連結納税制度を適用する見込みの企業集団は、評価性引当額を少なく計上して税金費用を圧縮する可能性があ
ることも確認している。 
 終章では、本論文におけるこれらの検証の結果、法人税制改正が企業の税コスト削減行動と財務報告コスト
削減行動の双方に与える影響に関する分析から導かれた結論をまとめている。すなわち、法人税制の改正直前
期において、企業の経営者は以下の通りの裁量行動を選択する可能性のあることを確認している。 
（１）税コストを削減するため、会計発生項目額を用いて、減税前には減少型、増税前には増加型の利益調整
を行う可能性がある。 
（２）税コストの削減を行った企業は、当期純利益が変動するため目標利益を維持できず、これによって財務
報告コストが上昇することを避けるため、評価性引当額を用いて税金費用を調整する可能性がる。 
（３）税負担の割合が大きい企業ほど、それらの傾向が強い。なお、財務報告コストの削減は、税コストの削
減に対応して行われる２次的なものであるため、法人税制改正の影響がそれよりも小さくなる可能性が
ある。 
 このように、法人税制改正前に２つの利益調整が行われるやすくなったのは、評価性引当額を裁量的に計上
して税金費用を調整することが可能となったことが影響していると考えられる。税金費用の調整が可能となる
ことで当期純利益の変動を抑えることができ、また、それを前提として、会計発生項目額を用いた税コストの
削減が可能となるためである。 
 税金費用の調整が可能となった背景には、現行の税効果会計に関する不十分な開示方法が影響していると考
えられる。すなわち、税効果会計は、繰延税金資産または繰延税金負債を純額で貸借対照表に計上し、その内
訳は注記事項で開示されるが、開示方法は統一されていない。とりわけ、評価性引当額は、流動・固定の別に
合計額が一括して開示されるにとどまり、発生原因別の計上根拠が開示されていない。このような開示方法で
は、株主やその他の利害関係者は評価性引当額を適正に評価することができず、経営者はそれを理由に評価性
引当額を裁量的に計上することが可能となっている。したがって、発生原因別に計上根拠を示して評価性引当
額を表示するなど、開示内容を充実させる必要がある。 
 このように本論文は、法人税制改正前の2つの利益調整行動の可能性を確認することで、現行の開示制度を
拡充する必要性を提唱するものである。この点に関しては、2018年2月16日付で公表された企業会計基準第
28号「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」に、越欠損金に係る評価性引当額とそれ以外の発生原因の
合計に係る評価性引当額を区分して記載すべき旨が定められたことは、妥当な改正であるといえる。また、繰
越欠損金の額が重要な場合には、これに係る評価性引当額の計上根拠などを記載すべき旨定められていること
も的確であると評価できる。しかし、繰越欠損金以外の発生原因に係る評価性引当額も個別に記載し、重要な
ものについては計上根拠を示すなど、より開示内容を充実させるべきことを本論文では提起している。 
 
 
III 審査要旨 
 
 本論文の審査結果は、大要以下のとおりである。 
法人税制改正が企業の利益調整行動に与える影響に関する研究
─ 241 ─
13 
 
１．本論文の長所 
（１）本論文は、企業が法人税の改正に直面したときに、トレードオフの関係にあると考えられる税コストの
削減行動と財務報告コストの削減あるいは回避行動をバランス良く合理的に選択していることを実証分
析により確認している。このことは、従来から報告利益の調整に関する先行研究が明示的に扱ってこなか
ったマルチインセンティブ問題（複数のインセンティブが同時に働くことによって分析結果が曖昧になる
という問題）に取り組んだことを意味し、分析対象となる事象が法人税制改正に限定されるものの、その
解明に成功していることは高く評価できる。 
（２）法人税率の引下げや繰越欠損金制度の改正と報告利益の調整行動に関する実証分析では、検証の対象と
なる企業における課税所得の有無および欠損金額の存否といった所得状態によって報告利益の調整に係
わる経営者のインセンティブが異なることを考慮して仮説検証を行っている。加えて、各サンプルの所得
金額の推定を、先行研究を援用しつつ、所得金額の影響を受けない地方税の存在も考慮している。本論文
のこうした深い考察と卓越した知識が本論文における実証研究の基礎を形作っている。 
（３）連結納税制度の改正と報告利益の調整行動に関する検証については先行研究がないに等しく、本論文の
研究それ自体に独創性が認められる。この連結納税制度に関する検証には子会社の所得状態の推定が必要
になるが、子会社の財務情報や注記情報の開示は不十分なために推定が困難でありながら、一体としての
子会社の所得状態を推定して検証するという巧妙な方法を採用することによって、得られた推定の合理性
を担保した検証を行っている。連結納税制度に関する嚆矢となる研究であるという点にも、本論文の独自
性が見いだされる。 
（４）本論文は、先行研究に見られる会計発生項目額の裁量的調整の他に、評価性引当額の裁量的調整に関す
る検証を加えている。税効果会計に係わる繰延税金資産の発生原因別内訳はデータベースから入手するこ
とができないため、各社の有価証券報告書の注記から手作業でそれを抽出し、経営者が繰延税金資産の発
生原因を考慮したうえで、評価性引当額を少なく計上する可能性があることを想定した仮説検証を行って
いる。ここまで精緻な研究を積み上げてきたことは、本論文が優れた労作であることの証左といえる。 
（５）本論文の実証分析は税コストの削減行動や財務報告コストの削減あるいは回避行動が合理的に選択され
ていることを確認しただけではなく、経営者のそうした行動が税効果会計における評価性引当額の開示ル
ールに曖昧さが残されているためであるとの結論を導きだし、開示制度を拡充することの必要性を訴えて
いる。実証分析から開示制度の改革の具体的な提言にまで結びつけることに成功している点についても高
く評価できる。 
 
２．本論文の短所 
（１）本論文は、企業の税コスト削減行動について会計的発生項目額を用いて検証しているが、会計基準の選
択や会計方針の変更など会計的発生項目額以外で税コストを削減する可能性に対する考察と検討が必ず
しも十分とはいえない。また、評価性引当額の見積りの適正性を担保するために企業業績と繰越欠損金の
情報を用いて検証しているが、繰越欠損金以外の一時差異も評価性引当額の見積りに影響する可能性があ
ることを考えると、さらに分析モデルを改善する余地があると考えられる。 
（２）本論文における法人税制改正と報告利益の調整行動に関する検証では、裁量的課税計算対象発生項目額
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や裁量的評価性引当率を業種別のパネルデータで推定しているが、これらの推定値が結果の解釈に対して
主要な決め手になることに鑑みると、それらの値がより頑健な推定値であることを担保するために、代替
的な推定方法を試みてもよかったのではないだろうか。 
（３）本論文における連結納税制度の改正と企業の利益調整行動に関する検証は先駆的な研究ではあるが、改
正後新規に連結納税制度を適用した企業が分析の時点において多いとはいえないことに加え、改正後数期
先に連結納税制度を適用することを見込んで改正前に親会社が利益調整を行う可能性を前提にしている
ことなど、検証結果の一般的妥当性を主張するには更なる改善が必要であろう。 
（４）本論文は、法人税制改正に係わる経営者における会計行動の解明を試みる研究でもありながら、財務報
告コストを削減しようとする行動が、資本市場において投資家の意思決定にどのように影響したのか、中
長期的な企業価値の毀損というネガティブな経済的帰結につながっているのか、といった問題への探究は
なされず、今後の研究課題として残されている。 
 
３．結論 
 本論文には、上記のような短所も一部見受けられるが、そのほとんどは今後の研究課題とすべきものであり、
本論文の長所と比較すると、いささかも本論文の優秀さを損なうものではない。 
 本論文提出者堀好一は、税理士として業務を続けながら、クライアントへのコンサルティング能力を高めよ
うと商学研究科プロフェショナルコースの修士課程に入学して研鑽を積んだ。修士課程を修了した後、商学研
究科博士後期課程に進学し、税理士・不動産鑑定士として実務を続けながら本論文のテーマと取り組んできた。
その間に得た研究成果を日本管理会計学会や日本経営分析学会等において研究報告を行い、『産業経営』のみ
ならず査読付き学術誌へ論文を掲載し今日に至っている。本論文は、法人税ならびに会計の両制度に精通して
いる提出者だからこそ完成することができた秀作であり、斯界における学術研究の発展に大いに資するものと
評価できる。 
 以上の審査結果に基づいて、論文の提出者には「博士（商学）早稲田大学」の学位を受ける十分な資格があ
ると認められる。 
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